


























































は 2.5％で、それを基にした推計では、二地域居住人口は 2010 年には約 190 万人（実行中
と実行予定、強志向グループの合計）、2020年には約 680万人（実行中と実行予定、強志向
グループの合計では 239万人）、2030年には約 1080万人（同 265万人）と推計している。 

























































































第 2章 二地域居住者等からの公共サービス負担施策 















延べ床面積１平方メートルあたり年額 650 円（1976～2000 年は１平方メートルあたり 500
円だった）。マンションの場合は、専用部分だけでなく、共用部についても按分して課税す
る。納期は、個人住民税の普通徴収と同じ６月、８月、10月、１月の４回になっている。 
2015年度の課税件数は 9399件（延べ 84万 3806平方メートル）。調定額は約 5億 4800万
円。市税収入に占める割合は約 5.6％。徴収率は 2010～2014年度の５年間の平均で 96.67％
となっている。2016～2020年度でも年間約 5億 3500万円の税収となるとみられ、この徴税
にかかる費用は毎年約 1億 6600万円を見込んでいる。 
別荘当初有税は普通税なので使途が特定の目的に限定される訳ではないが、熱海市の公
表によると、2014年度における主な使途はごみ処理施設整備事業 1億 5052万円、道路維持


















表 2 熱海市別荘等所有税 
導入の容易性 総務大臣の合意が必要（地方税法 671条） 




































































表 3 富士河口湖町遊漁税 
導入の容易性 総務大臣の合意が必要（地方税法 731条 2、733条） 
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制度の安定性 市町村法定外普通税（地方税法 731条）、一定期間毎の延長が必要 






































































表 4 ニセコひらふ CID／BIDリゾート分担金 
導入の容易性 条例の制定（地方自治法 228条）議会による議決が必要（同 96 条）。
エリアマネジメント条例と費用徴収のための条例を分けて進めている 












































































水量 料金（円） 1㎥につき 
 
13mm まで 200  500  
一般家庭用 20 ㎥ 1,000 60 
 
20mm まで 300  600  
農業用（北軽簡水のみ） 200 ㎥ 2,200 60 
 
25mm まで 400  1,000  
別荘用 20 ㎥ 2,400 100 
 
30mm まで 800  1,400  
リゾートマンション用 20 ㎥ 戸数×2,400 100 
 
40mm まで 1,000  1,800  
     
50mm まで 3,000  4,000  
◎浅間上水水道料金（税抜） 
 





    




一般用 20 ㎥ 6,000 
別表１  
20 ㎥以上 100  
 




臨時用 20 ㎥ 10,000 別表２ 
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